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Eine Studie des Anpassungs in die Betriebs. 
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費用理論を収益性分析の段階まで上向させ，価格政

策，操業政策等の経営意志決定に役立てようとすれば，

生産量と生産要素との結びつきを，経営全体の立場から

考えなければならなくなる.これが経営における適応の

問題といわれるものであるが，そのためには，生産諸要素

の体系と，生産能力聞の調和並びに要素の弾力性を考慮

した上での隠路問題の解決が計られなければならない個

そして，最適の方法で経営過程を適切に運営し，最高利

j閏が得られるような生産量の決定がなされなければなら

ない.その為には，費用理論は余りにも，素朴なもので

ある. ORの方法がそれに代りうるのであるが.その為

の出発点として，経営における適応と会計の問題を考察

してみようと思う.

1. 経営における適応の意義

変化があれば，それに応じた処置を採らなければなら

ないが，その様な変イιに対して意識的になされる処置を

適応というー従って，経営における適応というのは，経

営過程伝いしは経営構造上に生じた変化に対して，意識

的に対処して行く事であり，一方では変化のあること 9他

方では意志決定のなされることが必要となる.言い換え

ると，経営における適応というのは，何らかの変化そ生

ずるような意志決定のなされることであり，これまでの

状態ないしは経過を確認するだけの意志決定は，適応に

ついての意志決定とはいえない.従って，適応について

の意志決定とその他の意志決定を区別することも必要で

ある.また，材料の管理人が基準在高に基づいて材料の

注文をする時のように，特別の資料の変更もなく，経営が

長期にわたってずっと繰返してきた同じ過程を遂行する

のに必要な意志決定は，低次の適応についての意志決定

(Anp呂ssungsentsch巴idungenniederer Ordnung) 

といわれ，これに対して，別の材料や生産速度の違う機

械の投入等の場合になされる意志決定は，高次の適応に

ついての意志決定 (An passungsen tschei dungen 

hoerer Ordnung) といわれる(1) 後者の意志決定は，

規則性をもったものではなく.不断の変イじに対応しなけ

ればならないものでもあるので，前者より重要である

い大抵は高い経営指導者層の局面での問題であり.大

部分が“革新的"な意志決定である。これに対して，前

者の意志決定夕、ループに属するものは，大抵，常規的で

“慣習的"意志決定からなるのである.

処で，一定時点における経営を考察してみると，同時

に多様な局面で，多様な性格の適応についての意志決定

が，色々な重要性をもってなされていることになるが，

その同じ時に9 将来の意志のための情報を集められ，加

工され，伝達されている.従って，下伎の階層での通念

の意志決定が，上位の階層の意志決定と， もはや対応し

えない時があり，下位の階層の人々に情報が伝わるまで

の時間的ロスとゆがみが問題になりうる.

また，経営的意志決定過程とを時間的経過において考察

してみると，高度に重なり合った適応処理についての意

志決定は，深く張りめぐらされた意志決定の連鎖のよう

伝作用をするし，意志決定過程は多くの期聞にわたるも

のでもある.そして意志形成の過程は，大抵， 下からよ

への順序で経過して行くのに対し，意志実行の過程は，

大抵，上位のものから下位のものへとくだって来る.と

はいえ，意志形成の過程と意志実行の過程とを区別する

ことは非常に困難で，経営における意志決定は，高度の

重なり合いを示すのである園

そこで，経営的意志決定の区分と調整が問題になる

が，注目すべきは，長期的な経営者の意志決定としての

経営戦略と，短期的な経営者の意志決定の全体としての

戦術とを分けることである.前者は.基本的な目標設定

のためのものであり，例えば，経営立地等の問題で，後

者は，戦略を実現して行くためのもので，価格政策等が

その例となる.また，上位の階層の人々の意志決定と下

位の階層の人々の意志決定とに分ければ，一般に.適応

の代替可能性が少なくて，しかも，一つの適応過程が非

常にたびたび出てくるようなものが.下位の階層の人々

の意志決定に多く，従がってそれらは， I定型化された

適応の意志決定J (Programmiert巴 Anpassungs巴nt-

sch巴idun肝心ともいえる。それに対して.上位の階層
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の人々のは，非定型であり，それだけ責任と権限も犬き

くなる.また，適応の意志決定の作用する期間的長さに

着目すれば，短期的，中期的，長期的に作用する意志決

定とか，或いはある分野にだけ関係するような適応の意

志決定と，多くの分野ないしは，すべての分野に影響の

あるものなどに区分することも可能で、あろう.

然し乍ら，すべての適応の:意志決定はそれらが企業目

的の達成に相互に作用しあうことによって結びついてお

り，何らかの形での調整がなされることになる.調整lと

は限定ということが伴なうので，意志決定の権限の完全

な意味での委譲ではなくなる.とすると，調整を余儀な

くされることによって，適応の意志決定が，時間的，空

間的，人的i観点、で，直接性を失なうのである.言い換え

れば，調整と直接性とは対立関係にある.そこで，組織

的手段によって，そのような点の解決が計られるのであ

るが，会計，特に管理会計の適切な構成によって，すべ

ての経営における適応の意志決定の調整が可能であると

考えられている.しかし，そのためには，意志決定の直

接位が犠牲にされるのであり，生涯の第一線で発生する

原価の規制のみが真の意味での直接的管理の可能なもの

であるが，予算という課整を経た段階での数値にあって

は，間接的な管理しかなしえなくなることに注意する必

要がある@言い換えれば，予算にあっては，直接的な規

範性は望みえないのである.

意志決定のための根拠となるような情報の質について

いえば，確実性ということが適応の意志決定にとっては

重要である.経営過程への合理的接近がなされているに

も拘らず，大抵の意志決定は不確実なものにもとづかね

ばならぬが，それは，多面的で複雑な意志i決定に作用す

る諸要因を無視しえないからであるし，一義的な定量化

をなしえないからでもある.しかし，不確実性のもとで

の意志決定は，入手しうる限りの情報を合理的に加工し

たものである浪り合理的なものといえる.ある問題に作

用する諸要因を直接的に把握し，評価することから生ず

るような意志決定は，不合理なものである.

「意志決定と計画とは，それぞれ，根本的に違うもの

ではなくて，ただ意志形成と意志実行との聞の時間的間

隔において違うだけである.意志決定は，たいてい，短

期間に実行に移され，そのため，後退ということは，ほ

とんどまれに生じうるだけであるのに対して，計画に含

められる意志決定にあっては，その時間的間隔が大きい

ので，しばしび変更の可能性がありうるのであるJ(幻自

そこで，短期的な意志決定過程との比較において，計画

過程のもつ特殊性は，意志決定と実行との閣の長い時間

的間隔という点にある.

そこから，そのような時間的間隔が計画された活動に

とって妥当な情報のすべて，なかんずく，物的ならびに

時間的相当;依存性を正当に考慮することを保証するので

ある.しかし，一方では，計画と実行との聞に長い期間

があることは，不確実な期待に依存するとこを余儀なく

させるとしづ短所もでてくる事になる.そこで計画は，

長期のものになればなるほど，概括的計画となり，他面

では，弾力性をもたねばならないことになる.弾力的な

計画は，基本的には，二つの方法で達成する事が出来

る@即ち，計画を短期間で変更しうるようにしておく

か9 或いは p あらかじめ確率の高いデータ分布について

代替的計画をつくっておき，それらの中から，その時々

に最も適したものを実行の基礎にするのである.

明瞭に示された計画(例えば生産の季節的配分)のあ

る場合には，低次の適応の意志決定は，完全に計画され

たものとなるが，高次の適応の意志決定の場合lこは，は

っきりと二つのグ，レープに分けなければならない. 却

ち，すでに計画の中l乙含められているような適応の意志

決定(拡張投資，生産量変更など)と，計画に適応する

ことによって，はじめて経営のプログラムの中に取り入

れられるような適応の意志決定とである.前者は.その

発生がすでに現われているか，或いは，予想された資料

の変更のためのものであり，後者は，資料の変更ではあ

るが，それは計百期間の経過の中で確定され，しかも計

画の改訂になるような資料の変更である.従って」例外

符理J(“ょnan江田mentby deviation" or“manage-

ment by exception")のあてはまるような意志決定と

いうのは，通常，第二の種類の高次の適応の;意忘決定に

ついてである.電子計算機で適応の意志決定を計画する

ことは，意志決定が非常に合理的になしうるときには，

重要ある.即ち，充分な情報を入手しうるし，可能な資

料変更の結果を相当長期にわたって予想しうるし，適応

の意志決定がしばしば生ずるので，計画を経済的に形成

するのが重要であるようとよ時には，特に，電子計算機で

適応の意志決定を計画することが必要である。しかし，

経営を技術組織とはみなしえない限り，そこには限界の

あることも事実であるω.

2. 適応処理のための条件

ここでは，適応処理のための条件として生産能力

(Kapazitat) ，適応間隔，適応費，および適応能力と

しての弾力性を考えてみたい.生産要素や生産方法を利

用してなされるあらゆる適応処盟にあっては，当然，そ

の時々の適応様式によって影響を受ける要素在高のもつ

生産能刀が限界になる.というのは，生産能力が適応処

理の限界を決めることになるのであり，適応のための条

件としては，生産能力の考察が重要になってくる.しか

もこの場合，生産能力としては，経営全体の立場からす

る総合的な生産能力ではなくて，経営の最小単位として
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の要素在高の生産能力を問題にしなければならない.生

産能力の測定は，個々の生産能力から出発すべきであっ

て，全体的生産能力の正確な測定は困難である.しかも

問題にしているのは生産要素の最適結合を見出しうるた

めの条件にあるのであるから、生産要素の生産能力が問

題になるのも当然である@

処で，ここで問題にしている生産能力は，最大の給付

能力としての生産能力であり，最一適生産能力というよう

な，相対的で3 しかも，経済的利用というような一定指

擦を含んだものではなく，技術的，物量的尺度で絶対的

に測定されたものである。従ってそれは， Iある期間中

に，一定投入目的l乙関連したある生産要素の最大給付能

力と解されるJ(4). 即ち生産能力は，投入目的(生産物

とか作業工程〉と期間の長さの関数である.投入目的

は，二面的な様式で生産能力に影響を及ぼす。即ち，あ

る生産要素が色々な目的のために投入される時に可能仕

最大速度が多様であることと，生産物についての質的要

求が少なければ少ないほど，それだけ，生産という観点

からの生産能力は大きくなるのである。従って「最大の

給付能力というのは，最大の平均速度を前提としている

のであるが，そのことは，投入時間内で、の最も好ましい

時間利用と最大の速度ということであるJ(5). そこで，

ある生産要素の生産能力は，給付lこ関連づければ，次の

ような作用要因の積の形で示される (6) 給付に関連づけ

る生産能力=(投入目的の関数としての)最大強度×期

間の長サ質的基準.

ケルンは質的生産能力の把握は図難であるとするが

ω，スボボダは質的要素を生産能力概念の中l乙含めてい

るのであるーしかし，現実の問題としては，投入目的の

関数としての最大強度を考える場合に，実際には質的基

準を考慮して，それが決められるのであるから，最大強

度の中に，すでに入っていることに怠るのである.更

に，最大速度の場合l乙注意すべきは，速度によって影響

を受ける仕損じ率のある場合には，それをも考慮した上

での，合理的に可能な最大給付ということであり，修

繕時間や必要な空転時間も考慮されるべきであること

は，いうまでもない(8). しかも，最大強度というのは，

運送手段とか化学反応等の場合には，生産能力の容量

(Kapazitatquerschnitt) と解されるべきであるが(た

とえば?自動車の荷台の広さ)、そのようなことは，す

べての要素についていえるものではないので，スボボダ

は，投入目的に位存する最大強度の方を生産能力の容量

の代りにとる.しかし，ケルンやリーベルは投入容量を

とる (9) 流動資産の在高も一つの生産能力を示し，それ

に回転速度を乗じて，年次取引高を表示しうるとスボボ、

ダはいうが(1DL 流通過程と生産過程を明白に区分する

という観点からは，問題がある.以上で，給付と関連づ

けた生産能力概念を考察してみたのであるが，それは要

素の最適負荷とか最適結合を見出すためには，適したも

のではない.というのは，ある要素の最適負荷を見出す

ためには，要素そのものを独自に考察しなければならな

いからである.給付との関連で生産能力を考えている

と，各種の投入可能性に応じた計算が困難になるしp

ORのような方法のためにも好ましくない.そ乙で，あ

る要素の生産能力を，純粋に時間的に，最大強度と期間

の長さの積の示すことが重要になる.そうすればB 要素

の各種の投入可能性，速度，質的なものなどは，個々の

生産方法が，時間的生産能力に付与する利用時間で表わ

される乙とになる，そこで，そのような利用時間で表わ

された生産能力概念が， ORなどを用いる場合には重要

となり，時間的に規定された生産能力概念 (Zeitorien

tierteK旦pazitatsbegriff)という.

次に， (Anpassugsintervall)適応間隔というのは，

適応の必要性と，そこから適応活動がなされるまでの間

の期間のことである.それは，各種の情報収集過程，情

報加工過程，それらの仕上げ過程と適応の必要性が認識

されるに至るまでの空費時聞から成る.従って，そのよ

うな時間の長さは，広く，意志決定過程の組織に依存す

る.一般的なものの方が，偶然的なものより，はるかに

短かい適応間隔になるし，適応の必要性を予測し，適応

処理を計固化すれば，そのような時聞はほとんど無限に

小さくする事が出来る.情報が不完全であり，しかも経

営の適応可能性が多様であればあるほど，包括的な情報

収集過程と情報加工過程が必要であり，適応時間もそれ

だけ長くなる圃不合理な適応についての意志決定も早く

すべきか，それとも遅れても合理的な意志決定をすべき

かの選択の問題もあるが，要するに，適応間隔は，適応

の様式，適応の方向，適応の相対的重要性l乙大きく依存

する.マーシキ Jレは，長期と短期号区分するのに適応時

間を使い，短期とは経営規模を不変として適応しうるよ

うな期間であり，長期にあっては，すべての生産要素が

適応可能になるとした (11)， しかし，適応間隔は，経営

組織に依容するばかりでなく，取引先への供給期間とか

法律上の解雇予告期間というような経営外的なものにも

依存する.従って，適応処理の時間的配分にあコても，

また適応間隔にあっても，時間が必要であるということ

から，時間というものが経営的強路の背後において，重

要な役割をしめている乙とが，明白になってくる.適応

間隔には，原価残留 (Kostenremanenz)が結びつくこ

とがあるが.ζのことは，適応処理の結果として新たな

与件に，ある時間的間隔の後lζ，はじめて原価が完全に

適応することから出てくるのである.換言すれば，新た

な状態に最後に適応する生産要素のある場合に，最初に
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適応するものから，最後に適応するものまでの闘に時間

的経過のある場合に p それが適応残留として現象するの

である。しかし，それは一面では，原価の発生が生産要

素によって起るのに，他面では，適応が新たな基準(た

とえば，生産量)にもとづいて考察されているからでも

ある .tこだ， 人間労働力だけは雷原価残留なしに，独

自に，適応をなしうる唯一の要素であり，そこに唯一の

生産的労働としての意義もある.適応の意志決定と適

応遂行によって発生するような費用は， 特に適応費〈

Anpassungskosten) とし、えるが，それには，たとえば，

機械の量的適応に際しての，データ収集，投資計算の特

別費，注文費，据付け調整費，労働者の訓練費等があ

る.また，補完投資の形で質的適応をする場合には，取

致費と経営中断費がそれに入る.しかも，会計的には，

設備の据付け費等は設備価値lこ含めて減価償却の方法で

期間配分会れるが，適応処理の判断に際しては，明確に

区分して計算することが必要である.

最後に適応能力としての粥力性をみてみると，適応す

るためには，弾力性がなくてはできないという意味で，

開力性は適応のための前提ないしは条件であると考え

る.しかも適応能力としての開力性は，各種の観点から

分類されうるのであるが，12) ここでは，適応処理の様式

によって(たとえば，各種の適応対象の量的変化，強度

変化等についての粥力性を分けるのがいいと考える.と

いうのは，量とか価格等のデ{タの変化に対する弾力性

という形でも弾力性は把握しうるが，データの変化は非

常に多様な性格をもっているのでp 弾力性の意義の一義

的把握が困難になるからである.

まTこ，弾力性の考察Iこ際しては，主観的弾力性(艮日ち，

意志決定の弾力性)と客観的弾力性(処理的要素以外の

すべての要素や関係基準の開力性)との閲の区別をしな

ければならない.

なぜならば，良い客観的適応能力がある場合にでも，

管理者の人的適応能力と計画や一般的規則の適応可能性

だけが，経営をして，変化する事情に適応することを可

能にするからであるー 乙の意味で，適応の必要性を含

み，しかも解決を可能にするようなデータの供給者とし

ての会計を考えることが重要である.適応対象別に適応

の様式に応じた開力性を考えるととは，一定適応形態の

ための枠を決めるという意味でも重要である.そ乙で例

えば，生産要素の場合lζは，強度による弾力性はp その

適応領域の広がりを示すのであり，ある要素の質的弾力

性は，それのもつ各種の利用可能性を示す.しかし，生

産量についての量的弾力性は，生産要素投入の場合の強

度による弾力性と生産要素在高についての量的弾力性等

から構成されるのであるから，基本的には，要素につい

ての闘力性の考察から出発しなければならないのであ

る園経営の闘力性では時間を無視した考察は許されな

い.なぜならば，時間を無視すればすべての企業は無

限に大きな適応能力をもつことになるからである.そ乙

で問題なのは，適応が可能かどうかだけでは注心どれ

ほどの期間内に適応しうるかということである園その意

味では，生産要素の強度による適応の方が，量的適応よ

り早く達成しうるので，重要となる.適応費も粥力牲と

結びつけて考えねばならないもので，弾力性は適応費が

少なければ少ないほど， それだけ大きくとtるともいえ

る.そこで，経営におけるある要素の一定の開力性の形

は， (例えば，生産量について量的障力性というのは)， 

主観的弾力性，客観的弾力性，一定適応のために必要な

時間，並びに適応によって発生する費用によって定めら

れることになる.従って，たとえ経営が，大きな費用な

しで，すべての可能な適応の必要に対応しうる(最大の

弾力性をもっ)時でも，適応能力の利用tとともなって発

生する費用が不確定な場合には，最適の粥力性について

は語りえないことになる.

3. 経営における適応と会計

結びとして，経営における適応に役立つために，会計

には如何なることが必要とされるか考察してみよう.本

来会計は，取引の歴史的記録を目的として成立したもの

であり，現代の会計においては，株主，債権者，国家等

の利害関係者への営業成績と財政状態の報告機能をもつ

ものとされ，財務会計の主要な領域をそこに形成してき

た，しかしまた，計画と管理に役立つ会計として，管理

会計の重要性が認識されていることも事実である。そし

てそのような分野では，経営の意志決定に役立ちうる計

算用具としての会計機能が，適応の必要性を示したり，

適応の意志決定に導きうるような資料を提供したりす

る。従って乙の分野では，会計の記録的性格が薄れてく

るととになる。その代り，意志j決定に役つあらゆるデー

タが示され，選抗原理 (Auswahrprinzip) が前面に出

てくる.換言すれば，経営者の意志決定lζ役立つ用具と

しての会計においては，経営者の選折原理にのっとっ

て構成される場合にのみ，その目的を達成する ζ とが

出るのである.資本主義的企業においてはその基本的

な目標は，営手u経済的原理(erwerbswirtschaftliches 

Prinzip)にあるのは自明のと ζろであるので(11h 計算

制度としての会計L 基木的には，そのような目的に奉

仕しなければなら注い.換言すれば，営利経済的原理と

は，経営活動より発生する費用と収益との聞に，出来る

だけ好ましい対応関係を達成しようとするものであるの

で，会計もそのような目的のために役立たなければなち

ないのであるが，経営管理の会計の方が，そのような目

的をより端的に示したものとなるのである.即ち，用具
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としての会計の基本的課題は，利益獲得に作用を及ぼ

す，あらゆる情報の収集と目的に応じた加工をする乙と

にある.そのようなデータは意志決定のために役立ち，

営利経済的原理に依存した意志決定モデルの中で，それ

ぞれの目的に応じた計算を可能にしようとするのであ

る.従来の会計では，そのような計算を単に，期間的支

出或いは評価された支出又は価値としての原価と収益と

の対応として計算するだけであったが，新しい会計では

生産要素の量，能力，投入速度等の数値をも考慮した計

算が可能なのである.換言すれば，古い会計では，損益

計算のためのデータを一面的に整えるだけであったが，

ORの方法は，別の目的又は閥的達成のための条件が違

う場合の計算をも可能にするのである.そ ζで例えば，

費用と収益に直接関係のない流動性の維持というような

ことふ財務計画や予算で達成しうるし，実質資本維持

のための資料をも用意しうるのである.そこで新しい会

計においては，どのようなデ{タが集められるべきかと

いう問題と，それらのデータが，それぞれの計算制度の

中で， どのように加工されるべきかが問題になってく

る.まず第一の点についていえば，ある事実について，

Tこだ一つだけの事実の測定では不充分であるという事で

ある.例えば，機械についていえば，その費用，生産能

力，占有面積，エネルギー需要等が測定されなければな

らない.第二のデータ加工の場合においては，四つの形

態が区分されうる.まず，個々の数値を並列するだけの

場合と，比較による順位づけをする場合と，標準と実際

の比較を可能にする場合と，理論的に可能な場合の数値

をすべて比較する場合とである(14)• そして経営管理会

計が正確に作られるほど，より後者の比較をなしうる可

能性が多くなり，より正確で正しい意志決定をなしうる

ことになる.即ち，管理会計の極限は，理論的に可能な

場合の数値をすべて比較しうるところにあるのである.

適応がなされるという乙とは，適応対策になるものが

あるという事であるが，そのような適応の前後でどのよ

うな違いを生みTごしているかを考察することも重要な問

題になる。その意味で有効なのは限界分析であるが，費

用理論でいうような，所与の費用曲線についての限界考

察ではない.適応分析で重要な限界考察は，一面では適

応処理によってひきおζ された生産要素，投入速度，生

産量等についての具体的変化を把握するとともに，他面

では，費用変化と収益変化をも把握するものでなければ

ならない.しかも，経営での意志決定に際しては，無

限に小さな変化というような ζ とは，実際に考えるこ

とができないし，考えうるものでもない.そこで，実

際には段階的に考えていくことになるので，差額分析

(Differenzbetrachtung)がなされる ζ とになり， 限

界分析 (Grenzbetrachung) は，経済理論では把握で

きても，実務ではなかなか困難である，問題は，連続的

に経過し，しかも連続的な曲線によってだけ説明しうる

ような適応経過(例えば化学反応の場合)のような時に

は，微分分析 (Differentialbetrachtung) の意味での

限界分析も可能であり意義があるが，非連続的で飛躍的

な経過をとる場合(例えば合理化投資)においては，差

額分析によってのみ，正確な解決がなされるのである.

即ち，多くの適応問題においては，適応経過を連続的な

適応過程と非連続的な適応過程に分け， それぞれの過

程に応じた分析が必要なのである.しかもその場合，非

連続的な適応過程の方が，現実には，大きな意義があ

る.

乙乙で，原価概念について考察してみると，伝統的な

会計では，主として支出原価概念が支配的であり，原価

は支出にもとづいて測定された経済価値の費消であると

されてきた.このよらな客観的原価概念 (objektiver

Kostenbegriff) に対立するのが，目的依存的原価概念

(zweckabhangiger Kostenbegriff)であり (15}，それ

は異なる目的には異なる原価をという思考からでてい

る.乙のような目的依存的原価では、経営の目的とか状

態とか，判断すべき適応過程或は事実関係の形態に応じ

て，マイナスと思えるような金額を原価に数えたり，利

潤極大を達成する意志決定の場合Kは，収益に対比され

るよう金額を原価とする (6).乙れに対してスボボタは，

すべての原価は，本来生産要素から発生するものである

という ζとと，生産要素は二面的な考察が可能である(

即ち，在高としてと，在高の利用として)という事を眼

中におけば，二つの基本的に違った原価概念，即ち在高

費と利用費 (Bestands- und Nutzungskosten)がで

てくるという ([7) 在高費というのは，ある期間におけ

る生産要素の単なる存在というととからでてくるような

原価で，利用費は，そのような実体的或は理念的在高の

利用から追加的にでてくるような原価である (18).処で，

原価を固定費と変動費に分ける事は，固定費という名称

は相対的な概念で，しかも常にある一定適応対象に一定

した適応処理を適用するだけである限りにおいて，在高

費と利用費に分けることとは違ってくる.そとで，例え

ば，在高費は，要素の利用だけで生産量に適応し，生産

要素の在高には変化のない場合にだけ，固定的である.

しかし，そんな場合でも，組固定資(機械の調整資〉と

か注文固定費等がありうる.同様な事は，管理可能費と

管理不能費 (unbeeinflus bare und beeinflu s bare 

Kosten) についてもいえる乙とで， 結局，すべての原

価は，何らかの適応処理によって管理可能である.従っ

て，管理可能性については，経営を管理階層別!C:分けて

考える必要があるといわれるが，むしろ，短期的，中期

的，或は長期的な観点から管理可能費を分けた方が，適
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応残留現象の分析には有効である.また，期間原価と量

的原価 (Zeit-undMengen Kosten)に分けることも，

余りにも一面的である.というのは，それは根本的には，

Tこだ一つの適応可能性(良日ち，生産量の適応)だけしか考

えていないのであるーしかしすべての原価要素は，何らか

の形で時聞に依存するのである (9) しかし，別のところ

でスボボダは「在高費と利用費との閲iこは多少とも密接

な処理上の結ひ、つきがあり，それらを分けて取り扱う事

は非常に大きな困難に直面するJという (20' というのは 9

7ことえば，時間給で仕事与をする労働者の場合，厳密にい

えば，短期的に仕事がなくても在高費としての給料が発

生するが，もともと労務費は，時間給の場合でも，利用

費として計算されるものである.とのような困難はスボ、

ボダが原価を発生させるのは生産要素だけであるとしつ

つも，生産要素の何倍移転の様式を正しく理解していな

かったからである.生産要素としての労働力において

は，利用だけが問題であるので，利用費だけが発生する

はずである。 従って，上l乙述べたような場合にあって

は，利用費と在高費の区分が問題ではなく，無効費用と

有効費用の区分が問題なのである.何故ならば，労務費

は本来利用費だからである.それはともかく p スボボダ

が，原価を発生させるのは生産要素だけであるとしたの

はEしし原怖を利用費と在高費K区分したのは，埋没

原価(sunkcost) と差別原価 (differentialcost) との

合理的結合を意図しているようでもある.というのは，

在高費を埋没原価として資木の悶転の観点から管理し，

利用費を差別原価として生産の観点から管理すれば，意

志決定にも役立ちうるし，管理のためにも合理的視点が

確立されると思うからである.しかし，そのためには，

原価の発生形態についての理論的研究と，原価概念の明

確な規定が必要であることを指摘しておく事にする.ス

ボボダは，在高としての生産要素によって発生する原価

即ち在高費は，基本的には，三つの作用商に依存すると

いう。即，時の経過と，そこに投下されている資本(=

価値)の大きさ(或いは，代替的利用可能性の大きさ)

と，価値低下である.それに対して，利用費は，利用に

もとづく在高として，利用される時に，利用される限り

でのみ発生するもので，それは，利用の時間的長さに依

存するばかりでなく，利用の様式(とくに速度)にも依

存する.そ乙で利用費を実際l乙計算するには，二つのグ、

Jレ{プlζ分けて，任意に分割可能な在高の利用であるの

か(材料在高)，文はすべての利用費が利用時間又は速

度に依存するのか(給付依存的賃借料)を区分する必要

があるとする.従って，利用費にあっては，原価の正確

な測定に困難があっても，それが唯一の関心事である.

というのは，利用費こと，直の意味での原価である.例

えば，労務費の場合のように，利用時間の長さに比例し

た支払がなされていない時でも，それを正確に測定する

ζ とが重要である.無効費用と有効費用の区分とか生産

性の正しい測定は，そのような基礎に立脚する時にのみ

可能であるし，費消関数の寄在意義もそこにあるのであ

る.それに対して，在高費にあっては， もはや生産性で

仕く，収益性の測定が重要な問題になる.従って，スボ

ボダば「在高費の存在というものは適応処理の収益測定

に，非常に大きく貢献する」というが，そこで、は，資本

の生産過程でなく，流通過程をも合めた回転の局面が問

題にされている乙とを知らなければならない.最後に，

ある適応処理にとって固有の費用や収益を測定すること

の困難さについて考えてみる.費用と収益は，本来各種

の経営部門の非常に多くの構成要素から合成されたもの

であるので，明白に分離した測定は困難である a そこ

で，データ収集において広範な調整がなされることにな

るが，そこには 23意性と計算経済性が作用する.そこ

で，原価と非原価を明白に区分することが必要である

が，そのためには，生産的労働のみが価値を形成すると

いう理論的立脚点が重要である.一方，考慮されるべき

費用と収益は非常に遠い将来に及ぶこともありうる(例

えば，投資の意志決定の場合のよう K).とすれば，デ

ータの期間の違いを，比較ないしは判断において，考慮

しなければなら立いので，利回法や現価法が問題にな

る.また，発生する費用と収益の確定は，不完全な情報

のために，正確には不可能であることもある.そこで，

データの確実度の違いを考慮しなければならなくなる

が，確率計算が重要性を常びてくる分野である.また，

時間的経過において，相互に作用しあう多数の適応処理

がでてくれば，孤立化した計算は不可能になる. しか

も，一定の適応処理の判断のためには，同時に計画され

た適応処理だけではなくて，部分的には，将来において

なされるべき適応処理をも考慮しなければならない。と

すれば，シミュレーションだけが，多少とも正しい決定

ーをもたらしうるのである.
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